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業務執行体制

業務実施上の
管理運営体制

業務実績

・業務が遂行可能な人員体制が確保されており、また業務の管理体制は適正か
・責任者及び従事者は、業務を遂行する上で、必要な経験、知見及び資格等を有しているか
・本府との連絡・調整が速やかに行える体制が確保されているか

・具体的な実施方法、時期・回数等が示されているか
・回収向上に向けた具体的取組が示されているか

・業務遂行可能な人員体制の確保
・適正な業務の管理体制
・必要な経験、知見及び資格等を有しているか
・本府との連携・調整が速やかに行える体制の確保

・公営住宅家賃以外の徴収業務の受託実績を有し、十分な回収の実績があるか

業務実施内容と
実施手法

・回収金の保管・払込業務
　　具体的な実施方法、確認・管理方法

・具体的な実施方法、確認・管理方法が示されているか 7

7
・具体的な様式・作成方法、提出方法が示されているか
・情報管理個人情報保護を含む方法が示されているか

・報告業務
　　具体的な様式・作成方法、提出方法
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70
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・債権回収業務(催告及び徴収事務）
　　具体的な実施方法、時期、回数等
　　回収向上に向けた具体的取組

・調査業務
　　具体的な調査方法、実施体制

・所在不明退去者等の具体的な調査方法、実施体制が示されているか

・クレーム処理体制
　　クレーム発生防止策
　　クレーム発生後の対策

・トラブル・苦情等の対応方法が具体的に示されているか

・情報セキュリティに関し、組織的な取り組みが実施されているか
・個人情報の管理方法及び管理体制が確保されているか
・従事者に守秘義務を徹底する方法（職員研修等）が具体的に示されているか

・情報セキュリティに関し組織的な取り組みの実施
・個人情報の管理方法及び管理体制の確保
・従事者に守秘義務を徹底する方法（職員研修等）

・公営住宅家賃の徴収事務の受託実績 ・公営住宅家賃の徴収事務の受託実績を有し、十分な回収の実績があるか

・公営住宅家賃以外の徴収事務の受託実績 14 70

35


